
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R5.3.9 ～ R6.2.29 21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

19,943,605 19,943,605 19,943,605 19,943,605 8,800,000 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 19,943,605 19,943,605 19,943,605 19,943,605 8,800,000 －

1,250,106 1,250,106 1,250,106 1,250,106 0 － 0 0 0 0 0 0 － － － 1,250,106 1,250,106 1,250,106 1,250,106 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － 12,393,711 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － － 12,393,711

21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21,193,711 21,193,711 21,193,711 21,193,711 8,800,000 12,393,711 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

経営体数（2020年調査の数値）を維持する。
農林業経営体　818経営体

一 般 財 源

昨今の世界情勢から、肥料をはじめとする資材等の物価高騰の終息が見えない中、特に小規模農家の離農が予想され
る。よって、JA等関係機関と連携の上、デジタル技術を活用した経営・作業の効率化を推進し、安定した農業経営を
支援するとともに、資材等や農産物の価格の動向を注視しながら、必要に応じて、国・県の交付金・補助金を活用し
て更なる農家等の支援を図っていく。

事業の実績・
成果

〇肥料価格高騰対策事業（秋肥、春肥）令和4年6月から令和5年5月に肥料を購入し事業採択を受けた
事業者

〇対象事業者　27事業者　564経営体

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

コロナ禍による肥料価格の高騰による農業経営の一部負担を軽減できた。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（重点交付金分）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（物価高騰対応分）

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

七戸町肥料価格高騰対策事業

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

5　年度

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

  経営体数については、2025年調査の数値で検証する。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 七戸町肥料価格高騰対策事業 計画期間 4　年度 ～

（担当課：農林課）

①コロナ禍による肥料価格の高騰による農業経営への影響緩和のため、国庫補助事業の「肥料価格高騰対策事業」と同様の要件により、前年比肥料価格高騰分を補助して、農業者の経営維持を支援する。
②補助金
③R4年産春肥の肥料総額（9ヵ所）×価格上昇率（R4肥料価格とR5肥料価格差より）1.8＝632,586,000円
（632,586,000円-（632,586,000円/1.8（価格上昇率）/0.9（使用量逓減率）））×0.1（支援割合の予定）≒24,210,000円（国の計算式による。）
うち、20,000千円（残り4,210千円は№24に計上）
※積算にあたっては、支援割合は前年比の1割としているが、支給時には3割を超えない範囲で予算額を上限とする。
④農協・肥料販売店等（9事業者）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

～ 189,750 189,750 189,750 189,750 189,750 0 0 0 0 189,750 189,750 189,750 189,750 189,750 0 0 0 0 0

～ 83,389 83,389 83,389 83,389 83,389 0 0 0 0 83,389 83,389 83,389 83,389 83,389 0 0 0 0 0

～ 346,500 346,500 346,500 346,500 346,500 0 0 0 0 346,500 346,500 346,500 346,500 346,500 0 0 0 0 0

～ 430,462 430,462 430,462 430,462 430,462 0 0 0 0 430,462 430,462 430,462 430,462 430,462 0 0 0 0 0

～ 715,660 715,660 715,660 715,660 715,660 0 0 0 0 715,660 715,660 715,660 715,660 715,660 0 0 0 0 0

～ 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 0 0 0 0 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 0 0 0 0 0

～ 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 0 0 0 0 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 0 0 0 0 0

～ 60,480,000 60,480,000 60,480,000 60,480,000 60,480,000 0 0 0 0 60,480,000 60,480,000 60,480,000 60,480,000 60,480,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 0 0 0 0 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 － 0 0 0 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 0 0 0 0 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 63,235,761 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

対象見込者数に対し給付率が100％となるように努め、低所得世帯支援を図る。

一 般 財 源

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が今後発生した場合には、その影響を受けやすい低所得世帯に対し、生活支援
を目的とした事業を検討する。

事業の実績・
成果

●支給要件確認書及び支給申請書提出期間　令和5年7月27日～令和5年11月30日

●対象世帯数
　①支給要件確認書送付者数　2,157世帯
　②支給申請書提出数　6世帯

●給付世帯数　2,016世帯

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている低所得世帯に対し、給付金を支給することによ
り生活支援をすることが出来た。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

非課税世帯等の対する生活支援給付金

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

通信運搬費

振込手数料

非課税世帯等給付金システム改修委託料

非課税世帯等の対する生活支援給付金アウトソーシング委託料

事業費総額

その他

時間外手当

消耗品費

印刷製本費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

給付世帯数　2,016世帯/2,163世帯 ＝ 93.2%

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 非課税世帯等に対する生活支援給付金事業【低所得者世帯給付金】 計画期間 5　年度 ～

（担当課：保健福祉課）

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている低所得世帯に対し支援金を給付して、低所得世帯支援を図る。
②低所得世帯への給付金（交付金）
③給付金総額
　 ・令和５年度分の住民税非課税世帯
    　2,017世帯×30千円＝60,510千円
④令和５年度住民税非課税世帯（2,017世帯）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R5.6.1 ～ R5.6.22 111,650 111,650 111,650 111,650 85,000 26,650 0 0 0 111,650 111,650 111,650 111,650 85,000 26,650 0 0 0 0

R5.7.1 ～ R5.8.10 3,440,355 3,440,355 3,440,355 3,440,355 0 3,440,355 0 0 0 3,440,355 3,440,355 3,440,355 3,440,355 0 3,440,355 0 0 0 0

R5.6.1 ～ R5.8.8 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 0

R5.5.17 ～ R5.10.30 1,776,003 1,776,003 1,776,003 1,776,003 1,776,003 0 0 0 0 1,776,003 1,776,003 1,776,003 1,776,003 1,776,003 0 0 0 0 0

R5.5.15 ～ R5.10.30 70,622,000 70,622,000 70,622,000 70,622,000 64,980,997 5,641,003 0 0 0 70,622,000 70,622,000 70,622,000 70,622,000 64,980,997 5,641,003 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

76,236,008 76,236,008 76,236,008 76,236,008 66,842,000 9,394,008 0 0 0 76,236,008 76,236,008 76,236,008 76,236,008 66,842,000 9,394,008 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

66,757,000 66,757,000 66,757,000 66,757,000 66,757,000 － 0 0 0 66,757,000 66,757,000 66,757,000 66,757,000 66,757,000 － 0 0 0 0 0 －

85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 － 0 0 0 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

9,394,008 9,394,008 9,394,008 9,394,008 － 9,394,008 0 0 0 9,394,008 9,394,008 9,394,008 9,394,008 － 9,394,008 0 0 0 0 － 0

76,236,008 76,236,008 76,236,008 76,236,008 66,842,000 9,394,008 0 0 0 76,236,008 76,236,008 76,236,008 76,236,008 66,842,000 9,394,008 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている町民に対して生活応援商品券を交付して、生活者支援を図る。
②需用費、役務費、委託料、負担金
③対象者1人あたりに5,000円の商品券を交付する。
　  交付者数14,451人
　 ・送付用封筒印刷製本費一式　112千円
   ・郵送料一式　3,440千円
　 ・データ作成業務委託料一式　286千円
　 ・商品券作成等業務委託料一式　1,776千円
　 ・商品券交付事業負担金　@500円×141,244枚＝70,622千円
　●事業費総計76,237千円
④令和5年7月1日現在の七戸町住民基本台帳登録者

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）

給付率　99.50％
換金率　98.18％

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 物価高騰支援生活応援商品券交付事業 計画期間 5　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費
その他

印刷製本費

通信運搬費

物価高騰支援生活応援商品券交付事業対象者データ作成業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

物価高騰支援生活応援商品券交付事業業務委
託料

物価高騰支援生活応援商品券交付事業負担金

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（重点交付金分）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（通常分）

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

公平性を欠くことなく、適正な支援を行った。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

（担当課：総務課・商工観光課）

≪成果目標≫

対象見込者数に対し給付率が100％となるように努め、低所得世帯支援を図る。

一 般 財 源

経済対策事業については、特定の者に支援が集中することが無いよう事業展開する。

今後の経済対策事業については、これまでプレミアム付き商品券販売や商品券支給（全町民配布型）を行ってきた
が、
商品券の販売・支給に捕らわれず、それ以外の支援等も含め、より効果的な経済対策が行えるよう対策を講ずる。

事業の実績・
成果

【交付実績】
　　交付対象者14,451人のうち配布が完了した世帯員は14,379人となった。

【換金実績】
　　発行総数143,790枚（総額71,895,000円）に対し、取扱店において取引のあった商品券の換金を７回（8/1、
　8/10、8/21、9/5、9/20、9/29，10/5）実施したところ、141,176枚（総額70,588,000円）を換金し、換金率
　は98.18％となった。

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R6.2.14 ～ R6.3.31 251,762 251,762 251,762 251,762 251,762 0 0 0 0 251,762 251,762 251,762 251,762 251,762 0 0 0 0 0

R6.1.10 ～ R6.3.5 15,943 15,943 15,943 15,943 15,943 0 0 0 0 15,943 15,943 15,943 15,943 15,943 0 0 0 0 0

R5.12.26 ～ R6.2.8 172,700 172,700 172,700 172,700 172,700 0 0 0 0 172,700 172,700 172,700 172,700 172,700 0 0 0 0 0

R6.1.4 ～ R6.3.31 246,930 246,930 246,930 246,930 246,930 0 0 0 0 246,930 246,930 246,930 246,930 246,930 0 0 0 0 0

R5.7.31 ～ R6.3.13 730,290 730,290 730,290 730,290 730,290 0 0 0 0 730,290 730,290 730,290 730,290 730,290 0 0 0 0 0

R5.12.12 ～ R6.1.16 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 0 0 0 0 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 0 0 0 0 0

R6.1.19 ～ R6.3.29 144,200,000 144,200,000 144,200,000 144,200,000 144,200,000 0 0 0 0 144,200,000 144,200,000 144,200,000 144,200,000 144,200,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 0 0 0 0 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

145,507,625 145,507,625 145,507,625 145,507,625 145,507,625 － 0 0 0 145,507,625 145,507,625 145,507,625 145,507,625 145,507,625 － 0 0 0 0 0 －

770,000 770,000 770,000 770,000 770,000 － 0 0 0 770,000 770,000 770,000 770,000 770,000 － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 0 0 0 0 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 146,277,625 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始する。

一 般 財 源

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が今後発生した場合には、その影響を受けやすい低所得世帯に対し、生活支援
を目的とした事業を検討する。

事業の実績・
成果

●支給要件確認書及び支給申請書提出期間　令和6年1月22日～令和6年3月1日

●対象世帯数
　①プッシュ型対象世帯数　1,931世帯
  ②支給要件確認書送付者数　187世帯
　③支給申請書提出数　7世帯

●給付世帯数　2,060世帯

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている低所得世帯に対し、給付金を支給することによ
り生活支援をすることが出来た。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（R6.5.23収入分）

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

通信運搬費

振込手数料

非課税世帯等給付金システム改修委託料

非課税世帯等に対する生活支援給付金（追加分）

事業費総額

その他

時間外手当

消耗品費

印刷製本費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

初回支給日　令和6年2月14日
給付世帯数　2,060世帯/2,125世帯 ＝ 96.9%

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 非課税世帯等に対する生活支援給付金（追加分）事業【物価高騰対策給付金】 計画期間 5　年度 ～

（担当課：保健福祉課）

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金　R5年度分の住民税非課税世帯　2200世帯×70千円
　事務費　4098千円
　事務費の内容　【需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費として支出】
④R5年度分の住民税非課税世帯（2200世帯）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R5.10.25 ～ R5.11.8 110,880 110,880 110,880 110,880 0 110,880 0 0 0 110,880 110,880 110,880 110,880 0 110,880 0 0 0 0

R5.11.1 ～ R5.12.12 3,447,775 3,447,775 3,447,775 3,447,775 2,162,000 1,285,775 0 0 0 3,447,775 3,447,775 3,447,775 3,447,775 2,162,000 1,285,775 0 0 0 0

R5.10.27 ～ R5.11.10 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 0

R5.10.25 ～ R5.3.12 1,749,421 1,749,421 1,749,421 1,749,421 0 1,749,421 0 0 0 1,749,421 1,749,421 1,749,421 1,749,421 0 1,749,421 0 0 0 0

R6.10.25 ～ R6.3.11 70,487,000 70,487,000 70,487,000 20,234,000 20,234,000 0 50,253,000 0 0 70,487,000 70,487,000 70,487,000 20,234,000 20,234,000 0 50,253,000 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

76,081,076 76,081,076 76,081,076 25,828,076 22,396,000 3,432,076 50,253,000 0 0 76,081,076 76,081,076 76,081,076 25,828,076 22,396,000 3,432,076 50,253,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

22,396,000 22,396,000 22,396,000 22,396,000 22,396,000 － 0 0 0 22,396,000 22,396,000 22,396,000 22,396,000 22,396,000 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

50,253,000 50,253,000 50,253,000 － － － 50,253,000 0 0 50,253,000 50,253,000 50,253,000 － － － 50,253,000 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

3,432,076 3,432,076 3,432,076 3,432,076 － 3,432,076 0 0 0 3,432,076 3,432,076 3,432,076 3,432,076 － 3,432,076 0 0 0 0 － 0

76,081,076 76,081,076 76,081,076 25,828,076 22,396,000 3,432,076 50,253,000 0 0 76,081,076 76,081,076 76,081,076 25,828,076 22,396,000 3,432,076 50,253,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

交付した商品券を100％利用してもらい、生活者支援を図るとともに、町内の事業者支援を図る。

一 般 財 源

経済対策事業については、特定の者に支援が集中することが無いよう事業展開する。

今後の経済対策事業については、これまでプレミアム付き商品券販売や商品券支給（全町民配布型）を行ってきた
が、
商品券の販売・支給に捕らわれず、それ以外の支援等も含め、より効果的な経済対策が行えるよう対策を講ずる。

事業の実績・
成果

【交付実績】
　　交付対象者14,376人のうち配布が完了した世帯員は14,273人となった。

【換金実績】
　　発行総数142,730枚（総額7,136,500円）に対し、取扱店において取引のあった商品券の換金を８回
　（11/30、12/15、12/25、1/5、1/19、2/2，2/16、2/22）実施したところ、140,974枚（総額70,487,000円）
　を換金し、換金率は97.20％となった。

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

公平性を欠くことなく、適正な支援を行った。

都道府県支出金 物価高騰緊急対策市町村交付金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

物価高騰緊急支援商品券交付事業業務委託料

物価高騰緊急支援商品券交付事業負担金

事業費総額

その他

印刷製本費

通信運搬費

物価高騰緊急支援商品券交付事業対象者データ作成業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

給付率　99.28％
換金率　97.20％

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 物価高騰緊急支援商品券交付事業 計画期間 5　年度 ～

（担当課：総務課・商工観光課）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている町民に対して生活支援商品券を交付して、生活者支援を図る。
②需用費、役務費、委託料、負担金
③対象者1人あたりに5,000円の商品券を交付する。
　 対象者数（見込）14,500人
　 ・送付用封筒印刷製本費一式　128千円
　 ・郵送料　＠530円×6,900件＝3,657千円
　 ・データ作成業務委託料一式　330千円
　 ・商品券交付事業業務委託料一式　1,999千円
　 ・商品券交付事業負担金　@5,000円×14,500冊＝72,500千円
④令和5年11月1日現在の七戸町住民基本台帳登録者

Cその他は青森県物価高騰緊急対策市町村交付金を充当

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R6.3.1 ～ R6.3.31 50,505 50,505 50,505 50,505 50,505 0 0 0 0 50,505 50,505 50,505 50,505 50,505 0 0 0 0 0

R6.3.1 ～ R6.3.11 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 0 0 0 0 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 0 0 0 0 710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 － 0 0 0 710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 0 0 0 0 710,505 710,505 710,505 710,505 710,505 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する。

一 般 財 源

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が今後発生した場合には、その影響を受けやすい低所得世帯に対し、生活支援
を目的とした事業を検討する。

事業の実績・
成果

●システム改修業務期間　令和6年3月2日～令和6年3月11日

●対象世帯数　対象世帯数である455世帯を抽出した。

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている低所得世帯へ給付金を支給するために、対象世
帯の抽出等を行えるシステムを構築することが出来た。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

通信運搬費

給付金システム改修業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

初回支給日　令和6年4月18日

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 住民税均等割のみ課税世帯に対する生活支援給付金事業【物価高騰対策給付金】 計画期間 5　年度 ～

（担当課：保健福祉課）

①物価高が続く中で低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）への給付金給付に係る事務費
③事務費716千円
　事務費の内訳［需用費（事務用品等）役務費（郵便料等）業務委託料　人件費として支出］
④R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯（432世帯を想定）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R6.3.1 ～ R6.3.11 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 － 0 0 0 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

（担当課：こどもみらい課）

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金給付に係る事務費
③事務費　220千円
　 事務費の内容　［業務委託料　として支出］
④低所得者の子育て世帯　（168世帯（低所得者の子育て世帯の世帯主と同一世帯となっている18歳以下の児童　279人）を想定）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円）

初回支給日　令和6年5月24日

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 住民税非課税世帯等に対する生活支援給付金（子育て世帯分）事業【物価高騰対策給付金】 計画期間 5　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費
その他

非課税世帯等（子育て世帯分）給付金システム改修業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている低所得世帯へ給付金を支給するために、対象世
帯の抽出等を行えるシステムを構築することが出来た。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

対象世帯に対して令和6年5月までに支給を開始する。

一 般 財 源

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が今後発生した場合には、その影響を受けやすい低所得世帯に対し、生活支援
を目的とした事業を検討する。

事業の実績・
成果

●システム改修業務期間　令和6年3月2日～令和6年3月11日

●対象世帯数　対象世帯数である107世帯を抽出した。
　　　　　　（その後申請が必要な世帯として１世帯が追加された）

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R6.2.1 ～ R6.3.13 741,070 741,070 741,070 741,070 0 741,070 0 0 0 741,070 741,070 741,070 741,070 0 741,070 0 0 0 0

R6.3.1 ～ R6.3.31 3,422,047 3,422,047 3,422,047 3,422,047 0 3,422,047 0 0 0 3,422,047 3,422,047 3,422,047 3,422,047 0 3,422,047 0 0 0 0

R6.2.21 ～ R6.3.12 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 286,000 286,000 286,000 286,000 0 286,000 0 0 0 0

R6.2.5 ～ R6.7.22 873,840 873,840 873,840 873,840 0 873,840 0 0 0 0 0 0 0 0 873,840 873,840 873,840 873,840 0 873,840

R6.2.5 ～ R6.7.22 41,731,000 41,731,000 41,731,000 41,731,000 25,000,000 16,731,000 0 0 0 0 0 0 0 41,731,000 41,731,000 41,731,000 41,731,000 25,000,000 16,731,000

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

47,053,957 47,053,957 47,053,957 47,053,957 25,000,000 22,053,957 0 0 0 4,449,117 4,449,117 4,449,117 4,449,117 0 4,449,117 0 0 0 42,604,840 42,604,840 42,604,840 42,604,840 25,000,000 17,604,840 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

25,000,000 25,000,000 25,000,000 25,000,000 25,000,000 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 25,000,000 25,000,000 25,000,000 25,000,000 25,000,000 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

22,053,957 22,053,957 22,053,957 22,053,957 － 22,053,957 0 0 0 4,449,117 4,449,117 4,449,117 4,449,117 － 4,449,117 17,604,840 17,604,840 17,604,840 17,604,840 － 17,604,840

47,053,957 47,053,957 47,053,957 47,053,957 25,000,000 22,053,957 0 0 0 4,449,117 4,449,117 4,449,117 4,449,117 0 4,449,117 0 0 0 42,604,840 42,604,840 42,604,840 42,604,840 25,000,000 17,604,840 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰で影響を受けている町民に対して生活支援商品券を交付して、生活者支援を図る。
②需用費、役務費、委託料、負担金
③対象者1人あたりに3,000円の商品券を交付する。
　 対象者数（見込）14,500人
　 ・送付用封筒印刷製本費一式　128千円
   ・商品券印刷製本費一式　643千円
　 ・郵送料　＠530円×6,900件＝3,657千円
   　　　　　＠140円×170＝24千円
   ・消耗品一式　10千円
　 ・データ作成業務委託料一式　330千円
　 ・商品券交付事業業務委託料一式　874千円
　 ・商品券交付事業負担金　@3,000円×14,500冊＝43,500千円
④令和6年3月1日現在の七戸町住民基本台帳登録者

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和５年度】　支出金額（単位：円） 【令和６年度】　支出金額（単位：円）

給付率　99.15％
換金率　98.42％

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 生活支援商品券交付事業 計画期間 5　年度 ～ 6　年度

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費
その他

印刷製本費

通信運搬費

生活支援商品券交付事業対象者データ作成業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象
経費

交付金対象
総事業費

生活支援商品券交付事業業務委託料

生活支援商品券交付事業負担金

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和５年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

公平性を欠くことなく、適正な支援を行った。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

（担当課：総務課・商工観光課）

≪成果目標≫

交付した商品券を100％利用してもらい、生活者支援を図るとともに、町内の事業者支援を図る。

一 般 財 源

経済対策事業については、特定の者に支援が集中することが無いよう事業展開する。

今後の経済対策事業については、これまでプレミアム付き商品券販売や商品券支給（全町民配布型）を行ってきたが、
商品券の販売・支給に捕らわれず、それ以外の支援等も含め、より効果的な経済対策が行えるよう対策を講ずる。

事業の実績・
成果

【交付実績】
　　交付対象者14,254人のうち配布が完了した世帯員は14,133人となった。

【換金実績】
　　発行総数84,798枚（総額42,399,000円）に対し、取扱店において取引のあった商品券の換金を9回
　（4/5、4/10、4/19、4/30、5/10、5/20，5/30、6/5、6/6）実施したところ、83,462枚（総額41,731,000円）
　を換金し、換金率は98.42％となった。

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性


